
                                              資 料 １ 

第 1回 港湾の発展のための港湾建設業界が抱える課題に関する懇談会 

 

 

日 時：令和 8年 3月 24 日（火）16:00～17:00 

 

会 場：国土交通省 11 階特別会議室 

 

参加者：別紙の通り 

 

次 第：（司会：酒井技術企画課長） 

１． 開会 

２． 主催者挨拶 

３． 参加者紹介 

４． 趣旨説明 

５． 港湾建設業界を取り巻く状況について 

６． 問題認識・課題設定と議論の方向性について 

７． 意見交換 

８． 今後の進め方について 

９． 閉会 

 

 



資料２

出席者名簿

令和8年3月24日（火） 16：00-17：00
国土交通省特別会議室

（敬称略）

団体名 役 職 氏 名

1 （一社）日本埋立浚渫協会 会 長 清水 琢三

2 副会長 早川  毅

3 調査役兼企画部長 岸  弘之

4 総務部部長 滝村  誠

5 日本港湾空港建設協会連合会 会 長 津田 修一

6 専務理事 加藤 雅啓

7 事務局長 得津 康弘

8 （一社）日本海上起重技術協会 会 長 寄神 茂之

9 副会長 佐野 茂樹

11 専務理事 富田 幸晴

12 全国浚渫業協会 会 長 金澤  寛

13 事務局長 上原 正光

14 （一社）日本潜水協会 会 長 髙橋  宏

15 会長代行副会長 高橋 和彦

16 専務理事 藤井  敦

17 国土交通省 港湾局長 安部  賢

18 港湾局技術企画課長 酒井 敦史

第1回港湾の発展のための港湾建設業界が抱える課題に関する懇談会



                                                 資 料 ３ 

港湾の発展のための港湾建設業界が抱える課題に関する懇談会について 
 
開催趣旨： 
港湾建設業界は、海洋土木工事に必要な専門知識を持つ技術者・技能者および工事

に必要な作業船等を保有しており、国が進める港湾整備事業の効率的かつ安全な実施

に不可欠なパートナーである。加えて、災害時においては船舶等を活用し各港の港湾

施設の緊急復旧に尽力するなど、地域の災害対応にあっても重要な存在である。 
しかし昨今、業界は担い手の確保、資材価格高騰、適正利潤の確保、作業船の更新

投資に課題を抱えるなど、厳しい事業環境にある中で、一部の事業者が他社に買収さ

れるなどの動きが見られる。 
また、担い手確保、生産性向上、地域における対応力強化を目的として令和６年に

改正された第三次・担い手三法が令和７年 12 月に完全施行され、更なる対応が求め
られている。 
国土交通省港湾局では、これまでも令和３～４年度に開催した「港湾・空港工事の

あり方検討会」を始め、適正利潤を確保するための歩掛・積算体系の見直しや作業船

のあり方など個別課題について検討してきた。 
今般、港湾の持続的な発展のため、業界関係者と行政が業界を取り巻く諸課題や対

応のあり方について意見交換し、認識を共有する。 
 
検討事項： 
本検討会は以下について大枠の方向性を議論する。詳細な検討作業は事務局（港湾

局技術企画課）において、適宜、既存の検討会・WGを活用して進め、本懇談会に報
告する。 
（１）港湾建設業の現状と課題 
（２）港湾建設業界の重要性に関する基本認識 
（３）港湾整備需要と供給施工能力の関係 
（４）健全な港湾建設業界のあり方 
（５）働き方改革・担い手確保・生産性向上に向けた個別課題と対応方針 
 
構成員： 
以下を基本とし、検討内容に応じて随時、有識者等を招聘することを可能とする。 
（一社）日本埋立浚渫協会 
日本港湾空港建設協会連合会 
（一社）日本海上起重技術協会 
全国浚渫業協会 
（一社）日本潜水協会 
国土交通省港湾局（事務局：技術企画課） 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

港湾建設業界を取り巻く情勢

令和８年３月２４日

港湾局
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港湾局関係予算の推移

2



港湾局関係予算の推移
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令和8年3月から適用する公共工事設計労務単価について

4
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主要建設資材の価格推移

出典：中央建設業審議会（令和６年１２月２日開催）配付資料 5



建設業就業者の現状
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年齢階層別の建設技能者数
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新規学卒者の建設業への入職数、割合
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建設業界の施工余力について

出典：中央建設業審議会（令和６年１２月２日開催）配付資料 9



現有作業船数は、約２０年間、漸減傾向で、ほぼ半減。

2001年と2025年を比較すると、
全船種合計数で▲47％（10,550 ⇒ 5,598 ▲4,952隻）、 主作業船で▲55％（3,016 ⇒ 1,384 ▲1,632隻）
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主作業船 付属作業船 全船種合計

ピーク時に比べ約53%に減少
（10,550→5,598）

但し、2013年以降は下げ止まり

作業船隻数の推移
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○船種別減少は全体と同じ傾向にあるが、主作業船のうちポンプ浚渫船（▲70%）やケーソン製作用台
船（▲76%）など、特に減少率が大きい船種も一部あり、今後の工事への影響が懸念される。

作業船隻数の推移（船種別）



新造船の建造隻数の推移
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大分類 中分類 小分類（船種名）

ディッパー浚渫船

バックホウ浚渫船

グラブ浚渫船
砕岩船 

バケット浚渫船

カッターレスポンプ浚渫船

ドラグサクション浚渫船

マイクロポンプ浚渫船

ポンプ浚渫船
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【主作業船】
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作業船

大分類 中分類 小分類（船種名）
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ガットバージ
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調 査 船
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特 殊 船
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○作業船の建造数は、主作業船及び付属作業船等ともに1996年頃をピークに減少し、ここ20年間の
新造船は非常に少なくなっている。
○2015、2016、2023年に付属作業船の増加が見られるが、今後の港湾事業に必要な作業船が少なくなって
いくことが危惧される。



建設業界の景況と作業船建造隻数の関係

○建設業界の景況状況については、2014年以降低迷を続けている中で、201６年には一旦底を
打ち、201９年まで回復傾向であったが、20２０年以降は悪化傾向が続いている。
○近年においては景況動向が続落傾向にあること等により、設備投資が低調な状況である。
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第三次・担い手３法（令和６年改正）の全体像

出典：中央建設業審議会（令和６年１２月２日開催）配付資料 14



各種施策の実施、個別事業への反映等

港湾・空港工事の工期の設定に関するガイドラインの策定
港湾工事の事業環境を踏まえた請負代金のあり方の検討
港湾・空港工事の持続可能性を確保するための作業船のあり方に関する基本的考え方の取りまとめ
港湾工事及び港湾の設計・測量・調査等業務における契約変更事務ガイドラインの改訂

※重要な検討テーマが生じた場合は別途開催を検討

港湾・空港工事のあり方検討会 （R4dまでのテーマ）

各種検討会等における検討内容

進捗状況等を踏まえた見直し
新たな取り組みの実施

マニュアル等試行版の公表
試行工事の実施

港湾工事におけるプレキャスト工法導入促進検討会

モデル工事の推進
ＢＩＭ／ＣＩＭのプラットホームの整備
基準・要領類の策定、改訂

港湾におけるi-Construction推進委員会

試行工事の実施

港湾工事における二酸化炭素排出量削減に向けた検討ＷＧ

港湾・空港工事のあり方検討会WG
進捗状況の共有
実行上の課題、意見交換

港湾・空港工事のあり方検討会（R3～４年度）

• 「港湾・空港工事のあり方検討会」において、「働き方改革」「担い手の確保・育成」「生産性の向上」の観点から、社会経済情勢
を踏まえた今後の港湾・空港工事のあり方について議論し、各種取り組みを策定してきた。

• 各種取り組みの実効性を高めるためには、継続的なフォローアップと見直しが必要である。

• このため、「港湾・空港工事のあり方検討会ワーキンググループ（※）」にて、進捗状況や課題の共有及びそれらを踏まえた取
り組みの見直しを行うというサイクルを構築する。

• 重要な検討テーマが生じた場合は別途「港湾・空港工事のあり方検討会」を開催して検討。

※より実務的な内容を議論するため、港湾・空港工事のあり方検討会委員のうち行政・関係団体委員を構成員として設置。
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・プレキャスト工法導入促進マニュアル改訂作業中

・二酸化炭素排出量削減目標・ロードマップ策定作業中

・基準類の策定及び改定作業中
・海上工事のオートメーション化に向け取組中



「港湾工事の持続可能性確保に向けた作業船に関する官民会議」の概要

「港湾・空港工事の持続可能性を確保するための作業船のあり方」 （令和5年3月港湾・空港工事
のあり方検討会とりまとめ）を踏まえ、官民が連携して、作業船の保有水準と担い手の確保に向け
た具体的な施策を講じるため、関係者が一堂に会して意見交換を行う場として設置。

＜官民会議 構成員＞
安部 賢 国土交通省 港湾局長
清水 琢三 一般社団法人 日本埋立浚渫協会 会長
津田 修一 日本港湾空港建設協会連合会 会長
寄神 茂之 一般社団法人 日本海上起重技術協会 会長
金澤 寛 全国浚渫業協会 会長
髙橋 宏 一般社団法人 日本潜水協会 会長

＜実務者WG 構成員＞
酒井 敦史 国土交通省 港湾局 技術企画課長
村岡 猛 一般社団法人 日本埋立浚渫協会 専務理事
加藤 雅啓 日本港湾空港建設協会連合会 専務理事
冨田 幸晴 一般社団法人 日本海上起重技術協会 専務理事
三代 利郎 全国浚渫業協会 業務運営委員会 委員長
藤井 敦 一般社団法人 日本潜水協会 専務理事
梶原 康之 一般社団法人 日本作業船協会 専務理事（オブザーバー）
齋藤 重信 一般社団法人 日本港湾タグ事業協会 専務理事（オブザーバー）

これまでの開催実績及び主要テーマ

（１）官民会議
第１回 令和5年10月3日 主要テーマ：今年度の取組方針の確認
第２回 令和6年7月22日 主要テーマ：これまでの取組の報告、今後の取り組みについて

（２）実務者WG
第１回 令和5年7月6日 主要テーマ：作業船の新造・改造を促進する方策について（補助・税制）
第２回 令和5年9月27日 主要テーマ：作業船の資金調達に関する支援について
第３回 令和5年12月15日 主要テーマ：①人材確保方策について（人材確保の取り組み）、②作業船の建造・維持に対する支援策の方向性について 他
第４回 令和6年3月18日 主要テーマ：①作業船の建造環境について（作業船の需給動向、次世代作業船のあり方）②作業船の保有水準について（実態把握の方法、
災害時に必要な隻数の検証） 他
第5回 令和6年4月25日 主要テーマ：①作業船の新造・買換・維持に対する支援制度の検討について
第6回 令和6年5月28日 主要テーマ：①作業船の新造・買換・維持に対する支援制度の検討について、②港湾・空港工事における休日確保の達成状況について
第7回 令和6年7月12日 主要テーマ：①作業船の新造・買換・維持に対する支援制度の検討状況、②港湾工事の魅力向上協議会設置について
第8回 令和6年10月3日 主要テーマ：①作業船支援策について ②非自航作業船に係る固定資産税の課税標準について(周知依頼） 等
第9回 令和7年3月28日 主要テーマ：①作業船に対する海上運送法の適用について ②非自航作業船に係る固定資産税の課税標準について 等
第10回 令和8年2月4日 主要テーマ：①作業船の建造に対する新たな支援策について ②大胆な投資促進税制について 等
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     資 料 ５     

今後の懇談会の進め方について 

 

今後、半年に１回程度の頻度で懇談会を開催し、個別テーマを設定して

意見交換することとしたい。 

意見交換のテーマとしては以下が考えられるが、参加者の中で特に関

心が高いテーマや重きを置くテーマを選定し、次回の意見交換テーマと

する。 

 

【意見交換テーマの例】 

○ 「需要＝事業量」の論点 

・ 今後の経済・情勢や資機材/労務単価高騰、業界の施工力等を踏まえた

「適正な事業規模」 

・ 港湾整備事業以外の事業への対応 

・ 洋上風力発電事業の今後の展開への対応 

・ 事業量確保に向けた業界としての活動 

・ 積算基準の改善 

 

○ 「供給＝担い手、作業船」の論点 

・ 災害対応等を踏まえた作業船の確保に向けた支援のあり方 

・ 作業船等の投資に必要な情報 

・ 担い手確保に向けた海洋土木工事における CCUS 導入 

・ 外国人技能者の採用に向けた課題と対応策 

・ 官民連携の取組（学生、一般への PR等） 

・ 働く人の作業環境の改善や安全性向上 

 

○ その他の論点 

・ 入札契約制度（技術提案、積算基準、契約変更、その他（災害対応等

を踏まえた地元港湾建設業者への配慮等）） 

・ 健全な港湾建設業界の姿                 等 

 


